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１ 方針対策の背景
‣令和４年度の県の立入保安指導において、定期供給設備点検・消費設備調査等

の保安業務の不適切な実施や保安教育の未実施といった法令違反が一部の事
業者で確認されており、事業遂行の前提である法令の確実な遵守が徹底されてい
ない状況にあった。
‣令和４年の全国のＬＰガス事故の発生件数は、２６１件と前年に比べ増加し、本県

においては、令和３年に引続き負傷者を伴う事故が１件発生し、大変憂慮すべき
状況にある。
‣令和３年４月、２０３０年における死亡事故ゼロ（傷害事故２５件未満）を目標

（指標）にした国の「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」が公表され、新たに
自然災害対策（容器の転倒・流出防止対策）等が盛り込まれた。
※昨年度の県の保安指導方針をベースとし、これまでの事故状況や国の方針

等を踏まえ、次に掲げる３項目を重点指導事項とする。

１ 法令遵守の徹底

２ 事故防止対策の徹底

３ 容器の転倒・流出防止対策の徹底

１ 令和５年度液化石油ガス販売事業者等保安指導方針
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１ 法令遵守の徹底
〇定期点検・調査の確実な実施のため、前回実施した定期点検・調査の

実施年月日、一般消費者等の氏名の一覧表等により、実施漏れ等を

常にチェックし、法定期限内の実施に努めること。また、訪問時に不在

が続く一般消費者等に対しては、事前連絡、日程調整、曜日時間帯の

変更等により訪問時に不在である確率を減らすよう努めること。

立入保安指導重点事項

◎定期点検・調査の確実な実施

（定期点検・調査の一覧表等により、漏れなく確実に実施のこと）
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２ 事故防止対策の徹底
〇ＬＰガス事業者以外の者が行う建設工事等に伴い、ガス管を損傷する

などの事故を防止するため、ＬＰガス販売事業者は法定の周知や点検

調査以上の頻度での一般消費者等との接点を増やし、ＬＰガス事業者

以外の者が行う建設工事等の前には確実に連絡を取り合える一般消

費者等との信頼関係を構築するように努めること。

○一般消費者等が正しいＬＰガスや関連機器の取扱方法を理解し、実行

できるよう周知活動等により保安意識の向上を図り、また、安全な消費

機器の普及やガス警報器の設置の促進を図ることにより、一般消費者等

に起因した事故の防止に努めること。

立入保安指導重点事項

◎一般消費者等に起因した事故の防止

（一般消費者等との信頼関係構築や、工夫した周知活動等の実施）
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３ 容器の転倒・流出防止対策の徹底
〇東日本大震災の教訓から、国が「ＬＰガス災害対策マニュアル」を作成し、

災害発生時における保安確保の取組について例示基準が改正された。

具体的には、１ｍ以上の浸水が想定される地域での容器二重掛け等の

容器の固定などが必要である。既存設備の対策期限は令和６年６月１日

までであるが、海岸や河川周辺には相当数の設備が想定されるため、計

画的な対策が必要となる。

ついては、早期に浸水想定区域を抽出し、例示基準の他「ＬＰガス災害対

策マニュアル」、「ＬＰガス設備設置基準及び取扱要領」等で推奨される設

置方法の徹底を図ること。

立入保安指導重点事項

◎浸水想定区域の抽出、設備改造等の進捗状況を確認
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業務主任者及び代理者の選任
規則第２２条及び第２５条

一般消費者等
＜ １，０００戸

１人以上

１，０００戸≦Ｎ＜３，０００戸

２人以上

以降２，０００戸

増す毎に１人加算

販売所ごとに

業務主任者を選任

○ 業務主任者

資
格

第二種販売主任者

免状所有者で

販売の実務経験

６ヶ月以上

登録行政庁に

遅滞なく届出

※解任も同様

○ 業務主任者の代理者

販売所ごとに

業務主任者代理者を選任

資
格

第二種販売主任者の免状所有者で

販売の実務経験が６ヶ月以上

ＫＨＫの講習を終了し６ヶ月以上の

販売の実務経験があり１８歳以上

※講習受講要
初回３年以内
以後５年以内
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液化石油ガス法の目的
法第１条

一
般
消
費
者
等
が
消
費
す
る
液
化
石
油
ガ
ス

【直接目的】
・液化石油ガスによる災害を防止

・液化石油ガスの取引を適正化

【手段（規制）】
・液化石油ガスの販売を規制
・液化石油ガス器具等の製造、販売等を規制

【最終目的】

・公共の福祉を増進
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法第１条
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9
容器を車両に積みっぱなしにしないこと！

（液石則第１９第２号イ）



一般消費者等とは

＊業務用の料理飲食の調理用

＊業務用（ホール等）の暖冷房用

×

＊サービス業（クリーニング等）の
蒸気、温水発生用

生活用の燃料に類似しているもの生活用の燃料

＊調理

＊風呂

＊洗面
＊暖冷房

自動車用燃料

これらの中の液化石油ガスは除く。

法第２条

政令第２条
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法第２７条～２９条、

規第２７条～２９条
保安機関・保安業務

一般消費者等

実
施

認定された（専
業の）保安機関

実
施（
他
人
へ
の
委
託
不
可）

委託

保安業務区分

＊供給開始時点検・調査

＊容器交換時等供給設備
点検

＊定期供給設備点検
＊定期消費設備調査

＊緊急時対応
＊緊急時連絡

＊周知

＊供給設備点検（販売
事業者に通知）

＊消費設備調査（一般消
費者等に通知）

＊周知

・燃焼器の適応性

・消費設備の管理、点検
・燃焼器の設置、換気

・消費設備の変更（連絡）
・災害発生（措置、連絡）

販売事業者（保安機関として認定）
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法第８１条、規第１３１条帳簿

充てん事業者

・ 充てん記録
・ 保安検査受検記録
・ 充てん設備の異常記録

販売事業者

所定の期間保存

保安機関
・ 供給開始時の供給設備点

検、消費設備調査記録

・ 容器交換時等の供給設備

点検記録

・ 定期供給設備点検記録

・ 定期供給設備点検を行わな

かった場合の記録

・ 定期消費設備調査記録

・ 定期消費設備調査を行わな

かった場合の記録

・ 周知の記録

・ 緊急時対応記録

・ 緊急時連絡記録

・ 販売記録

・ 書面の交付記録

・ 保安業務の委託内容

・ 貯蔵施設、特定供給設備

の異常記録

・ バルク貯槽の検査記録

・ バルク貯槽の附属機器の

検査記録

・ バルク容器の機器の検査

記録
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販売業者等の周知
させる義務

法第２０条の５、液石
第３９条、第４０条

高圧ガスの種類

＊溶接、熱切断用の液化石油ガス

＊燃料用の液化石油ガス

周知事項
高圧ガスによる災害発生防止のための、

＊消費設備に対するガスの適応性

＊消費設備の操作、管理、点検

＊消費設備の使用場所

＊消費設備の変更

＊ガス漏れ等の緊急時の措置、連絡

購
入
し
て
消
費
す
る
者（
第
一
種
製
造
者
、
販

売
業
者
、
特
定
高
圧
ガ
ス
消
費
者
を
除
く
。）

＊

自
ら
製
造
し
た
ガ
ス
を
自
ら
の
製
造
事
業
所

で
販
売
す
る
第
一
種
製
造
者

＊

販
売
業
者
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規第３７条５号
保安業務資格者

・液化石油ガス設備士

・製造保安責任者免状（甲種化学責任者免状等）取得者

・販売主任者免状（第一種販売主任者免状、第二種販売
主任者免状）取得者（業務主任者を含む。）

・業務主任者の代理者資格取得者

・保安業務資格者（保安業務員）

全
て
の
消
費
設
備
の
全
項
目
の
調
査

質量販売の容器、調整器に係る「最初の引渡し時・月
１回（引渡さない月を除く。）以上の調査」のみ！

・調査員
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３ 令和４年度立入保安指導結果

１ 立入保安指導による主な指摘事項等

２ 立入保安指導結果

15



立入保安指導による主な指摘事項等

項 目 内 容

保安教育・保安体制の不備 従業者に対する保安教育の未実施。

保安業務（供給開始時・定期
点検調査）

調整器の調整圧力、閉そく圧力、燃焼器の入口圧力の未
測定。

帳簿の記載 記載すべき定期点検・調査の各項目の記載が不十分。

安全器具不備（貯蔵施設及
び保安業務用機器）

保安業務用機器の一部未保有。

質量販売における容器容量 容量２０Ｌを超える容器での質量販売。
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令和４年度立入保安指導結果

販 売 所 の 立 入 状 況 件数（令和３年度の件数）

立入販売所等 １４０（１４１）

指摘販売所 ３（ ９）

指摘件数 ９（ １２）

指 摘 事 項 件数（令和３年度の件数）

保安業務の不備（供給開始時・定期点検調査、周知・緊急時対応他） ３ （ ６）

保安教育未実施、教育記録不備 ２ （ ３）

法第１４条書面の未交付（新規契約者、変更事項、質量販売時） ０ （ ０）

業務主任者法定再講習未受講 ０ （ ０）

帳簿類・埋設管管理台帳等の未整備、一部未記載 １ （ ０）

販売事業所等の変更届未提出 ０ （ ０）

安全器具不備（貯蔵施設及び保安業務用機器） ２ （ ０）

その他（業務主任者の職務、質量販売の容器容量 等） １ （ ３）
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令和５年度立入保安指導結果（８月現在）

・供給設備、消費設備の点検調査不備。

→調整器の調整圧力、閉そく圧力、燃焼器の入口圧力を

測定すること。

・保安教育未実施、教育記録不備。

・帳簿類・埋設管管理台帳等の未整備、一部未記載。
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４ 液化石油ガス関係手続（主なもの）

１．ＬＰガス販売事業関係

○ＬＰガス販売事業を開始したい
販売事業登録申請

（各所管先へ）

○代表者が変更になった※
○名称、住所が変更になった
○委託先の保安機関が変更に

なった

販売所等変更届を提出
（注）
○合併等により住所表記が変更に

なった場合でも、提出してください。
○委託先→自社に変更されても、提出

してください。

※代表者の変更は、法人のみです。個人の場合は、承継等の別手続きとなります。

○業務主任者（代理者）の選任・
解任をしたい

業務主任者選任・解任届を
提出
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２．保安業務関係

○保安機関の認定を受けたい
保安機関認定申請（各所管へ）
（注）同時に保安業務規程認可申請書

を提出してください

○保安機関の代表者※、住所
を変更したい

保安機関変更届を提出

○一般消費者等の数を増やし
たい。

一般消費者等の数の増加
認可申請書を提出
（注）減少の際にも届書を提出してください

※代表者の変更は、法人のみです。個人の場合は、承継等の別手続きとなります。
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３．液化石油ガス設備工事関係

○工事事業を開始したい
特定液化石油ガス設備工事事業
開始届を提出
（注）事業開始日から３０日以内に知事に届出

○代表者、住所を変更し
たい

特定液化石油ガス設備工事事業
変更届を提出

（注）液化石油ガス設備工事関係の届出については、各事業所単
位での届出となります。
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４．その他の届出

※各提出書類には、添付しなければいけない書類があります。ご不明な点が
ありましたら、県消防保安課産業保安班へご連絡ください。

（ＴＥＬ：０８３－９３３－２３７４、ＦＡＸ：０８３－９３３－２４０８）

事業を廃止したい
廃止届を提出。提出の際には、当初の登
録証、認定証、受理書を添付してください。

１３２条報告の提出 ６月末日までに必ず提出してください。
（山口県HPに掲載しています。）

○高圧ガス保安法関係

工業用でＬＰガスの
販売をしたい

高圧ガス販売事業届、高圧ガス販売主任
者届の提出
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１３２条報告の提出方法等について

23

（通知方法）
・従来は、毎年４月に県から報告様式等を郵送していまし
たが、令和４年度からは、報告様式を山口県HPに掲載して
います。
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a11600/index/

・なお、通信環境等により、報告様式が入手できない事業
所については、毎年４月に県へ連絡して頂ければ、郵送に
て報告様式をお送りします。

（提出方法）
・郵送又はメールで提出してください。
※提出先のメールアドレス等は、山口県HPに掲載しています。

🔎 山口県 消防保安課 ⇒検索



液化石油ガス関係手続等について

24

（問合せの前に）
・「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す
る法律に係る申請手続等マニュアル」等を事前に確認し、
問合せ内容を整理しておいてください。
・簡易な相談等は、電話やメールでお願いします。

西部担当（有田） arita.kenji@pref.yamaguchi.lg.jp
東部担当（馬場） baba.nozomu@pref.yamaguchi.lg.jp

（申請様式等）
・山口県HPから、様式をダウンロードすることも可能です。
・なお、申請書等への押印は、原則不要です。



○令和３（2021）年は、７件発生。（平成４年以降で最多）
・他工事業者によるＬＰガス配管の損傷 ５件

・地下埋設白ガス配管の腐食による漏えい １件

・一般消費者による不適切な消費設備使用による爆発 １件

※県内では平成27（2015）年以来の負傷者を伴う事故が発生

○令和４（2022）年は、２件発生。
・白ガス配管接続部の腐食に伴う漏えい爆発 １件

・容器と高圧ホースの接続不良による漏えい １件

※令和３年に引き続き、負傷者を伴う事故が発生

○令和５（2023）年８月末時点では発生していない。

25

５ 液化石油ガス法関係
事故概要及び一酸化炭素中毒事故防止について

（山口県）
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全 国：令和4年12月末現在
山口県：令和5年 8月末現在

喪失・盗難を除く



山口県内液化石油ガス法関係事故発生状況

令和5年8月末現在
27

喪失・盗難を除く

区分 年 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

漏えい ２ ３ ２ １ １ ５ ４ ０ ５ １ ０

漏えい・爆発 １ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ １ ０

火災 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０

CO中毒 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

酸欠 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ４ ４ ３ １ １ ６ ４ ０ ７ ２ ０

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

負傷者数 １ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ０

死者数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



事故種別 事故内容

漏えい ＬＰガスが漏えいしたもの

ただし、接合部等からの微量の漏えい（接合部に石鹸
水を塗布した場合に気泡が発生する程度）は除く

漏えい爆発 ＬＰガスが漏えいしたことにより、爆発が発生し、また
は爆発による火災に至ったもの

漏えい火災 ＬＰガスが漏えいしたことにより火災に至ったもの

中毒・酸欠 ＬＰガス消費設備の不完全燃焼又はＬＰガス若しくは
排気筒からの排気ガスの漏えいにより一酸化炭素又
は酸素欠乏の人的被害があったもの。

容器の喪失・盗難 ＬＰガス容器の喪失又は盗難

事故報告について

○液化石油ガス事故の種類

所有し、又は占有するＬＰガスについて事故が発生した場合は遅滞なく、
県知事又は警察官に届け出なければならないとされています。
（高圧ガス保安法第６３条）
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事故報告について２

・自殺、故意、いたずら、盗難が原因による事故
例）いたずらでホースを外したことによりホース内のＬＰガスが漏えい

・自然災害による事故
例）洪水・土砂崩れにより配管が破損し漏えいした場合など

ただし、保安対策が不十分の場合（容器の転倒防止措置不備等）は
ＬＰガス事故となる。

・カセットコンロおよびカセットコンロ用容器に係る事故

・ＬＰガスの漏えいがない状態で、ＬＰガス燃焼器具等の過熱、故障、燃焼
器具の炎が燃え移ったことによる火災等

・その他、前述のＬＰガス事故に該当しない事故
例）自動車が飛び込んだ事故など

判断に迷う場合は必ず県へ報告を！

○ＬＰガス事故に該当しない事故
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【R4 １例目】 ＬＰガス配管の経年腐食劣化による漏えい

発生日時 令和４年（2022年）４月３日（日） 午前１１時４０分頃

事故概要 病院関係者から「ガス臭いので遮断弁コントローラーで元バルブを閉
止した」と販売事業者に電話連絡があった。販売店担当者が現地に到
着したときには、従業員の方がすでに受傷しており、腕と顔にやけどを
負われていた。

現地調査したところ、白ガス配管の接続部に腐食が見受けられ、閉止
していた元バルブを開栓した際、ガスが漏えいすることを確認した。常
に厨房の清掃等で水がかかる場所であった。

事故原因 腐食・劣化

防止対策 販売事業者は、水気の影響を受けにくいガスフレキにて当該箇所及
び厨房内の同様の箇所の改修工事を実施した。厨房運営委託業者の
責任者には、業務用厨房における不具合事例を説明し、従業員の方に
周知徹底を依頼。また、販売事業者は社内保安教育を実施し、再発防
止に向け水平展開を図った。
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【R4 ２例目】 一般住宅におけるＬＰガス漏えい事故

発生日時 令和４年（2022年）４月８日（金） 午後３時００分頃

事故概要 消費者からLPガス容器の周辺から異音がするとのことで、消防署へ
通報。連絡を受けた販売事業者の職員が現地へ到着した際には、消防
署職員により容器バルブが閉栓され、ガス漏えいは止まっていた。

販売事業者は、確認のため容器バルブを開栓したところ、ガスが漏え
いすることを確認。ただし、後日の調査で製品に異常はみられなかった。

事故原因 事故原因は容器と高圧ホースの接続不良（推定）

防止対策 容器交換時等供給設備点検時には、容器と高圧ホースの接続等の
確認を徹底する。
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一酸化炭素中毒事故防止

１．ＣＯ中毒事故発生状況

２．ＣＯ濃度と人体への影響

３．ＣＯ濃度測定時の判定基準

４．ＣＯ中毒事故防止のために

５．ＬＰガス法によるＣＯ中毒事故防止のための注意喚起
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Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R元 R２ R３ Ｒ４

件 数 ８ ４ ３ ４ ９ ３ ６ ０ ０ ０ ０

死 者 １ ２ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０

症 者 ３７ ４ ４ １２ ２９ ５ １４ ０ ０ ０ ０

ＣＯ中毒事故の発生状況（一般消費者事故）

全国のＬＰガスによるＣＯ中毒事故発生状況

最近の県内のＬＰ法に係るＣＯ中毒事故概要

発生年月日 事 故 概 要

Ｈ21年6月2日 修学旅行でホテルに滞在していた大阪の小学生・教諭等にＣＯ中毒と思われる症
状が発生し、２２名が病院に搬送され、うち同行カメラマン１名が死亡した。（２１名
は６月９日までに全員退院）

Ｈ22年11月29日 味噌づくりをしているグループ（８名）が、朝早くから調理室でＬＰガスコンロを使用
して調理をしていたところ、７名が体調不良となり、内６名が救急搬送された。 搬
送された病院で一酸化炭素中毒と診断。

※山口県はH22年11月以降発生していない
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県内のＣＯ中毒事故の概要

発生日時 平成２１年（2009年）６月２日（火） （午後５時５０分 消防覚知）

事故概要 修学旅行でホテルに滞在していた大阪の小学生・教諭等にＣＯ中毒と思われる
症状が発生し、２２名が病院に搬送され、うち同行カメラマン１名が死亡した。

（２１名は６月９日までに全員退院）

事故原因

※経済産業省
のCO中毒事
故調査委員会
はH22.1.25に
HPで次のよう
に発表

①ＬＰガスを燃料とする給湯ボイラー（三浦工業㈱ＵＴ－２００ＮＳ（1998.12製造）、
無圧式、ＬＰＧ消費量２３３ｋＷ、強制排気）が何らかの原因により不完全燃焼し、
３０，０００ｐｐｍを超える高濃度のＣＯが発生した。（ホテル３階で５０００ｐｐｍ超）

②排気筒の先端に金属製のフタがされていたことをホテルオーナーが承知して
いなかったため、高濃度のＣＯを含む排気が正常に排出されなかったことが原因
と推定される。（特異な事故であった。）
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県内のＣＯ中毒事故の概要

発生日時 平成２２年（2010年）１１月２９日（月）午前１０時５６分頃

事故概要 味噌づくりをしているグループ（８名）が、朝早くから調理室でＬＰガスコンロを使

用して調理をしていたところ、７名が体調不良となり、内６名が救急搬送された。

搬送された病院で一酸化炭素中毒と診断。

事故原因 部屋の温度を下げたくないという理由から、窓を閉め切り、換気扇も回していな

かったため、不完全燃焼してＣＯ中毒になったものと推察される。

※ＬＰガスバーナーの燃焼状態（ＣＯ濃度測定も実施）に異常がないことは事故
後に確認済み。

防止対策 当該事故は、ＬＰガス法適用の消費者の不注意によるものと考えられるが、ＬＰ
ガス法第２７条及び同規則第３８条に基づく、ＬＰガス販売事業者による「災害防
止のための周知」を適切に行い、事故の再発防止を図ることが必要である。

〔ＬＰガス法の周知は供給開始時及び２年に１回（開放燃焼式瞬間湯沸器は１年
に１回）〕

また、業務用施設等をはじめとして、不完全燃焼防止機能付き燃焼器

やＣＯ警報器の設置を促進することも必要である。

→H22.11.30：全ＬＰガス販売事業者へ注意喚起
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（高圧ガス保安法）県内のＣＯ中毒事故

発生日時 平成３０年（2018年）９月８日（土） 午前４時過ぎ

事故概要 夫婦で運営している焼窯で、焼物の焼成中、２階で寝ていた奥様の気分が悪く

なり、消防へ連絡し救急搬送。軽度のCO中毒と診断され、６日間入院した。

事故原因 窯の煙突開口部が２階の住居スペースに隣接しており、開けていた窓からＣＯ

を含んだ煙が室内へ流入・滞留したと推察される。

※焼成では、不完全燃焼を起こし、発生したＣＯによる還元反応で色付けを行

う過程がある。

防止対策 ①作業場及び２階住居スペースへのＣＯ警報器の設置。

②窯を焚いている間は２階へ上がらない。

③販売事業者は他の全ての工業用顧客に対して、設備に問題が無い事を確認

した。また、全ての工業用顧客に対してＣＯ警報器の設置を進める。

※当該事故は、高圧ガス保安法適用の高圧ガス消費者の不注意によるものと

考えられるが、高圧ガス保安法第２０条の５に基づく、高圧ガス販売業者による「

災害防止のための周知」を適切に行い、事故の再発防止を図ることが必要であ

る。（高圧ガス保安法の周知は１年に１回）

参考
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Ｃ Ｏ 中 毒 事 故 防 止 の た め に

(1)  ＬＰガス燃焼器の注意事項

①ＬＰガスを安全に燃焼させるためには、十分な給気と排気が必要

→十分な給気と排気ができるように設置し、使用時には必ず換気

※消費者に対して、給気・排気の必要性を注意喚起

②閉めきった部屋や厨房の中で換気扇を使用すると室内の圧力が低下、
この状態で自然排気式燃焼器を同時使用すると、排気が室内に逆流
してＣＯ中毒が発生することがある。

→自然排気式燃焼器は、屋外式のものに、又は専用ボイラー室に設置

③ＬＰガス燃焼器の不調や故障でもＣＯ中毒が発生する。

→燃焼器の燃焼状態に異常はないか必ず確認（燃焼器の清掃も必要）

→ＣＯ濃度を測定することも有効

※Ｈ２１．６の緊急査察でも高濃度のＣＯを検知した事例あり
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(2)  ＬＰガス燃焼器の排気筒・排気フードの注意事項

①排気筒や排気フードに詰まりや排気の妨げがあるとＣＯ中毒が発生

※H２１．６．２：県内のＣＯ中毒事故（１名死亡・２１名軽傷）

→排気筒・排気フードが閉そくされていないか、先端が排気の妨げになら

ない位置にあるか確認。（ＬＰガス法の排気筒の基準を遵守）

②排気筒や排気フードに亀裂や接続不良があると、排気が室内に侵入・
充満してＣＯ中毒が発生

※Ｈ５．３．２４：県内のＣＯ中毒事故（２名重症）

→排気筒・排気フードに、亀裂や接続不良がないかを十分に確認

点検ができない天井裏や壁の中に排気筒を設置することは避ける。

※一定規模以上のふろがま・湯沸器及びこれらの排気筒の設置工
事・変更工事は、液化石油ガス設備士等の資格者が監督し、所定の
表示をしなければならない。（特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律）
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(3)  不完全燃焼防止装置付燃焼器やＣＯ検知器の設置促進

近年、業務用施設においてＣＯ中毒事故が多発している。 建物の気密
性が高いことに加えて、不完全燃焼防止機能のない燃焼器の長時間使
用と換気（給気・排気）不良が原因として指摘されている。

→不完全燃焼防止装置付燃焼器の設置や、ＣＯ検知器の設置促進

(4)  ＬＰガス供給設備・消費設備の確実な点検調査

ＬＰガス販売事業者・保安機関は、ＬＰガス法で定める供給設備・消費設
備の供給開始時点検調査・定期点検調査等を確実に実施し、消費設備
に異常があれば消費者に「改善すべき事項及び改善しなかった場合に
生じる結果」を通知しなければならない。（ＬＰガス法第２７条第１項第２
号）また、燃焼器の燃焼状態の確認の際、可能な限りＣＯ濃度測定を実
施する。

※ＬＰガス販売事業者・保安機関が行う、ＬＰガス設備の点検調査・周知方法
は、経済産業省、高圧ガス保安協会作成の「保安業務ガイド（点検・調査）」、
「ＣＯ中毒事故を防止するために」、「保安業務ガイド（周知）」等を参照

※ＬＰガス販売事業者・保安機関が行う、ＬＰガス設備の点検調査の記録は、
ＬＰガス法で定める帳簿に該当する。必要項目の点検漏れがないよう確実な
点検調査を実施し、誤記入・燃焼器のデータ記載漏れ等に注意を
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Ｃ Ｏ 濃 度 と 人 体 へ の 影 響

空気中のＣＯ濃度 吸入時間と中毒症状

0.02％（200ppm） ２～３時間で前頭部に軽度の頭痛

0.04％（400ppm） １～２時間で前頭痛・吐き気、2.5～3.5時間で後頭痛

0.08％（800ppm） 45分間で頭痛・めまい・吐き気・けいれん、2時間で失神

0.16％（1600ppm） 20分間で頭痛・めまい・吐き気、２時間で死亡

0.32％（3200ppm） ５～10分間で頭痛・めまい、30分間で死亡

0.64％（6400ppm） １～２分間で頭痛・めまい、15～30分間で死亡

1.28％（12800ppm） １～３分間で死亡

※ＬＰガス安全委員会ホームページから引用

http://www.lpg.or.jp/safety/safety04.html

参考
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参考：最近の法令改正等について（１）

１．認定液化石油ガス販売事業者制度の法改正

（平成28年3月22日公布、平成28年4月1日施行）

２．ガス事業法との規制の整合化に向けたＬＰ法関係通達の改正

（平成28年6月8日施行）

３．ガス事業法との規制の整合化に向けたＬＰ法施行規則の改正

（平成28年6月2３日公布、平成29年4月1日施行）

４．ＬＰ法関係通達の改正

（平成28年12月27日施行）

５．料金透明化等に関するＬＰ法施行規則及び関係通達の改正

（平成29年2月22日公布、平成29年6月1日施行）

６．ガス事業法との規制の整合化等に関するＬＰ法施行規則の改正

（平成29年3月31日公布、平成29年4月1日施行）

７．技術上の基準の性能規定化に関するＬＰ法施行規則等の改正

（平成29年3月31日公布、平成29年4月1日施行）
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参考：最近の法令改正等について（２）
８．耐震設計基準の性能規定化に関するＬＰ法施行規則の改正等

（平成30年11月14日公布、令和元年9月1日施行）

９．充てん設備の保安検査の基準日及び猶予期間に関するＬＰ法施行規則の改正等

（平成30年11月19日公布、平成30年12月1日施行）

１０．ＬＰガス容器の充てん期限表示方法の見直しに関するＬＰ法関係通達の改正

（平成31年3月15日公布、令和元年5月1日施行）

１１．デジタル手続法の改正に伴う関係政令の整備等

（令和２年１月21日公布・施行 他）

１２．新型コロナ関係

（令和２年４月１０日公布・施行 他）

１３．充てん容器等の流出防止措置

（令和３年６月１８日公布、令和３年１２月１日施行）

１４．保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告示等の一部改正

（令和４年７月１５日公布、令和４年７月１５日施行）

１５．バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める告示の一

部改正について （令和４年１２月２８日公布、令和４年１２月２８日施行）

１６．液化石油ガス安全高度化計画２０３０

（令和３年４月１日公表） 42



１．認定液化石油ガス販売事業者制度

ゴールド認定制度のための法改正（H28.3.22公布、 H28.4.1施行）
43



①消費設備の調査時に不在が続く場合の対応

調査に係る訪問時に、調査または再調査のため三回以上訪問したが不在

であって連絡票を入れたにもかかわらず、所有者または占有者から連絡等が

ない場合は、対面で調査を拒否された場合と同様の取り扱いとしても良いとさ

れた。

ただし、調査の日時を事前連絡したり、訪問の曜日を変えるなど、訪問時に

不在である確率を減らすようにするよう努力することが求められている。

（法第３４条解釈通達）

なお、この規定は消費設備の調査が対象である。これは消費設備の管理

責任が消費者側にあるためで、供給設備の点検については事業者側に責任

があるため「不在」の処理はできないとされている。

（法令改正時パブリックコメント回答）

２．ガス事業法との規制の整合化に向けた
ＬＰ法関係通達の改正

改正の経緯：H28.6.8施行
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② 他の液化石油ガス販売事業者の一般消費者等を承継した際の対応

液化石油ガス販売事業者が、ほかの液化石油ガス販売事業者の全部、

または一部を承継した場合は、承継した一般消費者等の「供給開始時」には

あたらないとする規定が追加された。

（規則第36,37,38条関係通達）

③規則132条報告の様式の変更

供給設備の点検、消費設備の調査を拒否された数（拒否数）を記載する欄

が追加されたほか、消費設備の調査または再調査のために、３回目以上訪

問したが、不在で調査または再調査が実施できない数（不在数）を記載する

欄などが追加された。（規則第132条解釈通達）
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３．ガス事業法との規制の整合化に向けた
ＬＰ法施行規則の改正

改正の経緯（H28.6.23公布、 H29.4.1施行）

①点検・調査・周知の基準日の考え方

点検・調査・周知について、前回の実施日から、それぞれの規定に定める期間

を経過した日（基準日という）前四ケ月以内に実施した場合、基準日に実施したも

のとみなす規定が追加された。（規則第36,37,38条）

※高圧ガス保安協会編 保安業務ガイドより抜粋 46



②調査時に技術上の基準に適合しなかった場合の措置について

消費設備の調査時に技術上の基準に適合しなかった場合、一般消費者等に対し、法２７

条第１号に基づく通知をしたあと、「１月を経過し、６月を経過しない期間内に当該通知に係

る調査を行う」（改善されていない場合は再度調査）とされていた。

今回の改正により、「１か月を経過した日以降５月以内に再度の調査を行い、改善されて

いなければその後は１年に１回以上、技術上の基準に適合するためにとるべき措置と取ら

なかった場合に生ずるべき結果を所有者又は占有者に通知すること。」とされた。

（規則第３７条の改正）

③電磁的方法を用いた周知について

一般消費者等からの同意を得れば、電磁的方法（電子メール、ホームページからのダ

ウンロード、メディアの配布）による周知を可能とする規定が追加された。

（規則第38条の2～4の新設）

※当該方法で周知を行う場合、保安業務規程の変更が必要となる場合がある

ため、十分留意すること。

④消費設備の技術上の基準について

自然排気式の燃焼器の排気筒および屋内設置で密閉式のガス湯沸かし器・ガスふろ

がまの排気筒について、燃焼器出口の排気ガスの温度が100℃以下であれば当該排気筒

の天井裏・床裏等にある部分が、金属以外の不燃性の材料で覆われていなくてもよいとさ

れた。（規則第44条の改正）
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①規則132条報告の様式の変更

周知を実施した数について、書面

によるものと、電磁的方法（電子メール、

ホームページからのダウンロード、メ

ディアの配布等）の数を記載する欄が

追加された。（規則第132条解釈通達）

②周知について

一般消費者等が三又を知らない場

合に、「現物を呈示すること等により、」

とされていたものが「図面、写真又は

現物を～」という表記に改正された。

（規則第27条解釈通達）

その他、細かな修正有。

４．ＬＰ法関係通達の改正

改正の経緯：H28.12.27施行
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５．料金透明化等に関するＬＰ法施行規則及び
関係通達の改正

改正の経緯（H29.2.22公布、 H29.6.1施行）

①ガス料金等の算定根拠の通知

一般消費者等に対して液化石油ガスの供給に係る料金その他の一般消費者

等の負担となるものを請求するときには、一般消費者等にその算定根拠を通知す

ることされた。（規則第16条）

なお、通知する算定根拠には、液石法第１４条で定める交付書面に記載さ

れている「価格の算定の基礎となる項目」等に従って記載し、一般消費者

等への通知は原則として書面により行うこととされている。

（規則第16条関係通達）

②14条書面の料金の算定根拠の明示の考え方

液化石油ガス販売事業者が賃貸型集合住宅等で自己の費用負担によ

り空調設備等を設置し、その設置費用を液化石油ガス料金に含めて一般

消費者等に請求する場合には、液石法第１４条で定める交付書面に記

載する「価格の算定方法」及び「算定の基礎となる項目」の中で記載する

必要がある。（規則第13条関係通達）
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③LPガス販売契約終了時のルール化

一般消費者等が液化石油ガスの供給を受ける液化石油ガス販売事業

者を変更する際の、供給設備の撤去を巡るトラブルを防止するため、液石

法施行規則第１６条第１５号の３及び第１６号の解釈等を明確化した。

なお、この改正により、施行規則第１６条第１５号の３ “一般消費者等か

ら当該液化石油ガス販売事業者に対して液化石油ガス販売契約の解除

の申し出があってから相当期間が経過するまでは、当該供給設備を撤去

しないこと”における“相当期間”は「一週間」という期間のみではなく、「設

置されている供給設備の規模や設置状況、一般消費者等による料金の精

算状況等を総合的に勘案して個別に判断すること」とされた。

（規則第16条関係通達）
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６．ガス事業法との規制の整合化等に関する
ＬＰ法施行規則の改正

改正の経緯：H29.3.31公布、H29.4.1施行

①埋設管に係る供給設備の点検、消費設備の調査の頻度について

地盤面下に埋設した白ガス管（亜鉛めっきを施した供給管・配管で防しょ
くテープを施したものを含む）であって、機能を損なうおそれのある腐しょく
が生じないものについては、「１年に１回以上」の点検頻度が必要な設備か
ら除くこととされた。（規則第36,37条の改正）

②充てん設備に係る軽微な変更について

充てん設備の変更について、認定品への取替えであって処理能力の変
更を伴わないものを軽微な変更とした（規則第66条の改正）

③バルク貯槽と保安物件との距離について

貯蔵能力10,000kg以上のバルク貯槽について、保安物件との離隔距離を
設けることとした。

（規則第54条の改正）
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７．技術上の基準の性能規定化に関する
ＬＰ法施行規則等の改正

改正の経緯：H29.3.31公布、H29.4.1施行(告示はH29.3.31施行)

①供給設備の技術上の基準、消費設備の技術上の基準

告示に定められているガスメーター、硬質管等の規定について、所要の
見直しを行い、例示基準化され、告示については廃止された。また、既に製
造等が確認されていない器具に関する規格についても廃止された。

（液化石油ガス法施行規則第18,44条の改正、
供給・消費・特定供給設備告示第 7,8条の削除、例示基準44、45の新設）
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②圧力計の設置等について
告示に定める圧力計、バネ式安全弁の基準について、見直しを行ったうえ

で例示基準化された。
（供給・消費・特定供給設備告示第2条、バルク告示第3条の改正、例示基
準43、46の新設）

③末端ガス栓と燃焼器の接続方法について

末端ガス栓と燃焼器の接続に用いる管等の具体的な組み合わせ等を示
すため、所要の改正が行われた。

（供給・消費・特定供給設備告示第10条、および関係通達）

④最大消費数量を供給しうる調整器及び消費する液化石油ガスに適合し
た調整器について

高圧ガス保安協会規格（KHKS0738ＬＰガス設備設置基準及び取扱要領Ⅱ．
設計編第５章）が新たに例示基準化された。

（例示基準27の改正）
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８．耐震設計基準の性能規定化に関する
ＬＰ法施行規則の改正等

改正の経緯：H30.11.14公布、R1.9.1施行

耐震設計基準の性能規定化

個々の地域・地点ごとに予想される地震動の評価や、最新の評価方法に
基づく高圧ガス設備の耐震設計を行いやすくするため、耐震設計基準が性
能規定化された。

（液化石油ガス法施行規則第53,54条・別表第2,3の改正、高圧ガス設備等
の耐震性能を定める告示、「高圧ガス設備等の耐震性能を定める告示の
機能性基準の運用について」の制定）
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９．充てん設備の保安検査の基準日及び猶予期間に
関するＬＰ法施行規則の改正等

改正の経緯：H30.11.19公布、H30.12.1施行

基準日及び猶予期間について

前回の保安検査（保安検査を受けたことのない充てん設備は、完成検
査）を受けた日から１年を経過した日を基準日とし、基準日の前後一月以
内に保安検査を受けた場合、基準日に保安検査を受けたものとみなされる
こととなった。（規則第81,82条、様式第44～46の改正）

※高圧ガス保安法の移動式製造設備についても同様に改正済み。
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１０．ＬＰガス容器の充てん期限表示方法の見直しに
関するＬＰ法関係通達の改正

改正の経緯：H31.3.15制定、R1.5.1施行

充てん容器に明示すべき事項について

供給管若しくは配管又は集合装置に接続する充てん容器に明示する事
項について、年については西暦４桁とすることとなった。

（規則第16条解釈通達の改正）
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１１．デジタル手続法の改正に伴う関係政令の整備等①

改正の経緯（R1.5.31公布、９月以内に施行）

書面に記載すべき事項の電磁的方法による提供

法第１４条書面及び保安業務の委託契約を締結するときの書面を、電磁的方法

により提供することが可能となった。

（法第１４条改正、法第２８条の改正）

改正の経緯（R1.12.13公布、 R1.12.16施行）

書面に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承諾等

法第１４条書面を電磁的方法により提供する場合に、あらかじめ相手方に対し承

諾を得なければならないこととされた。

なお、保安業務の委託契約を締結するときの書面の提供（法第２８条第２項）に

ついても準用される。

（施行令第５条の改正）
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１１．デジタル手続法の改正に伴う関係政令の整備等②

改正の経緯（R2.1.21公布、施行）
書面に記載すべき事項の電磁的方法による提供の方法等

法第１４条書面及び保安業務の委託契約を締結するときの書面を電磁的方法に

より提供する場合の、方法等が定められた。

（規則第１３条の改正、第１３条の２の新設、第１３条の３の新設、規則第２８条の

改正、第２８条の２の新設、第２８条の３の新設）

留意事項

法第１４条書面

特定商取引法上において通信販売としての販売契約に沿っている必要がある。

保安業務の委託契約を締結するときの書面

契約の相手方が信用する第三者より電子署名証明を発行する等の手続きが必要
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１２．新型コロナ関係 恒久的措置

①緊急時対応に関する技術的能力について

・これまで、無人の固定電話から携帯電話への自動転送は原則認められ
なかったが、通信技術の発達等を踏まえ、確実に保安業務を遂行できる体
制構築を前提に、原則携帯電話等への転送が認められた。

・また、緊急時対応の配置について、夜間のみ、10分以内に近隣から事業

所に到着できることが規定されていたが、昼間においても同様の措置が認
められた。（保安機関の認定関係通達の改正）

②圧力検知装置により測定した調整圧力を使用して燃焼器入口圧力を確
認する場合について

これまでは、燃焼器入口圧力等の確認において、自記圧計等による測定
以外にもマイコンメーター等による代替措置が認められているが、改正に
より、供給圧力差を計算して確認する方法も追加された。（例示基準第30）

（参考）

ガスメータの圧力定測機能を活用した保安業務（定期供給設備点検及
び定期消費設備調査）の合理化に係るマニュアル（令和３年２月）



①緊急時対応に関する技術的能力について
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１３．充てん容器等の流出防止措置

改正の経緯（令和３年６月１８日公布、令和３年１２月１日施行）

全国LPガス協会の資料より抜粋
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１４ 保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告示等の一部改正
について（キャンピングカー等に係る30分ルールの代替措置）

63

改正の経緯（R4.7.15公布、R4.7.15施行）

本改正は、LPガス容器に充塡されたLPガスを一定量買い切る質量販売により販売さ
れたLPガスを、キャンピングカー、キッチンカー等の屋外において移動して使用される消

費設備により消費する一般消費者等の消費設備について、ガス安全に係る一定の知識
や技量に関する講習を修了した上で、緊急時に必要な措置を自ら行うものについて、LP
ガスの販売契約を締結したLPガス販売事業者の確認を受けるという代替措置を取る場
合に限り、30分ルールの対象から除く。

なお、従来通りの30分以内で使用する場合について、新たに講習の修了等を義務付け
たものではないので注意すること。

（注）「質量販売緊急時対応講習」：屋外において移動し使用される消費設備により液化
石油ガスを消費する一般消費者等が、消費設備から液化石油ガスの漏えいが生じている
場合に容器バルブを閉止するといった緊急時の必要な措置が行えるよう、所定の知識等
を習得するための講習であり、かつ、この講習による保安機関の体制の緩和は、講習を
受講し所定の知識等を習得した者が、実際に保安機関が30分以内に到着して行う緊急
時の措置を当該消費者が行えるようにするためのもの。（保安機関の認定及び保安機関
の保安業務規程の認可に係る運用及び解釈について（通達））
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ｷｬﾝﾋﾟﾝｸﾞｶｰ等の30分ﾙｰﾙの見直し



１５ バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を定める
告示の一部改正について

改正の経緯（R4.12.28公布、R4.12.28施行）

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則」におい
てバルク貯槽の検査（以下「告示検査」という。）が規定されている。

本改正は、一定の条件を満たした場合、初回の告示検査に合格した日から１５年以内
かつ製造後経過年数３５年以下における非破壊検査や内面の目視検査を省略すること
ができ、また、気密試験については、使用状態の圧力により試験ができるようになった。

なお、本改正に伴い、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

施行規則の運用及び解釈について（通達）において引用している、「バルク貯槽の告示
検査等に関する基準（KHKS0745）」及び「附属機器等の告示検査に関する基準（KH
KS0746）」が改正されました。
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【改正前】 初回告示検査（20年目検査）の後は、5年ごとに5項目の検査（➀外面の目視
検査、②鋼板の厚さ測定、③非破壊検査、④内面の目視検査、⑤気密試験）を実施。

【改正後】 初回告示検査後（製造後40年まで）の➀及び②については改正前通り。
また、図における25年目検査、30年目検査、35年目検査については、③非破壊検査※、
④内面の目視検査は省略可能となり、また、⑤気密試験については、使用状態の圧力
で検査を行うことが可能となった。
※初回告示検査(20年目検査)で溶接部全線を検査し、検出された不具合を全て処置し
たものに限る。

※初回告示検査(20年目検査)で溶接部全線を検査し、検出された不具合を全て処置したものに限る。

⑤気密試験
(使用状態の圧力)

③非破壊検査※
(外面の目視検査
により溶接部の
不具合が確認さ
れた場合を除く)

④内面の目視検査(省略可) ④内面の目視検査(省略可) ④内面の目視検査(省略可)

③非破壊検査※
(外面の目視検査
により溶接部の
不具合が確認さ
れた場合を除く)

③非破壊検査※
(外面の目視検査
により溶接部の
不具合が確認さ
れた場合を除く)

⑤気密試験
(使用状態の圧力)

⑤気密試験
(使用状態の圧力)

⑤気密試験
(空気等による常用圧力)

⑤気密試験
(空気等による常用圧力)
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令和３年４月１日公表

【経 緯】

２０２０年を目標年度としてきた、従来の「保安対策指針」に

代わり、２０３０年を目標とした保安対策の方向性を示す計画。

【安全高度化目標】

国、都道府県、第三者機関、ＬＰガス事業者、消費者及び関係事業

者等が、各々の果たすべき役割を着実に実行するとともに、各々が共

同して安全・安心な社会を実現する。

⇒多様な者による、多面的な視点からの計画へ

※産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会液化石油ガス小委員会（R2.12.11）での検討資料を抜粋
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１６．液化石油ガス安全高度化計画２０３０
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安全高度化目標

⇒全体で、 年間死亡事故０～１件未満

人身事故２５件未満
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アクションプランの策定
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アクションプラン（事故対策）
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アクションプラン（自然災害対策、保安基盤）



72

アクションプラン（消費者起因事故対策）

⇒ 家庭用のみならず、業務用にも重点
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消費者起因事故対策①
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消費者起因事故対策②
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消費者起因事故対策③
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消費者起因事故対策④
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アクションプラン（販売事業者起因事故対策）
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販売事業者起因事故対策①

＜2020年度＞

生産数量割合：８２．０％

推定設置率：５７．８％
※プロパン・ブタンニュースより
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販売事業者起因事故対策②
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アクションプラン（自然災害対策）

⇒ 国の「LPガス災害対策マニュアル」等を踏まえた取組



81

自然災害対策
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アクションプラン（保安基盤）

⇒ 「自主保安活動チェックシート」、「保安教育の実施等」に加え、

「スマート保安の推進」を充実。
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保安基盤①



84

保安基盤②
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保安基盤③
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保安基盤④
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液化石油ガス安全高度化計画２０３０（概要）
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液化石油ガス安全高度化計画２０３０
（アクションプラン一部抜粋）

⇒ 各主体者の行動が記載。



・各主体者が、役割を明確化し、これを理解し、着実に実行する。
※中間年（２０２６年）に、評価・見直しがされる。

〇令和３年４月１日に、経済産業省ＨＰに公表されました。（詳細は↓）

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/anzen_torikumi/koudoka_keikaku.h

tml

※今年度の、「山口県液化石油ガス販売事業者等保安立入指導方

針」については、国の「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」を踏まえ

た方針となっています。
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検索 液化石油ガス安全高度化計画２０３０ 🔎

最後に


